様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　1月　13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃこまつせいさくしょ
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社小松製作所
（ふりがな）おがわひろゆき
                              （法人の場合）代表者の氏名  小川　啓之    印
住所　〒107-8414　東京都港区赤坂2丁目3番6号

法人番号　　　　1010401010455　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・中期経営計画（2019年度～2021年度）「DANTOTSU Value  FORWARD Together for Sustainable Growth」
・コマツレポート（統合報告書）

	公表日
	　　　　年　　月　　日
・中期経営計画：2019年4月26日
・コマツレポート2020（統合報告書）：2020年8月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・中期経営計画：ウェブサイト掲載
https://home.komatsu/jp/company/pdf/2019_midmgtplan.pdf
・コマツレポート2020（統合報告書）：ウェブサイト掲載P4～11
https://home.komatsu/jp/ir/library/annual/pdf/KMT_KR20J_Print.pdf

	記載内容抜粋
	ダントツ商品・ダントツサービス・ダントツソリューションを更にスピードを上げて進化・レベルアップさせ、「ダントツバリュー（顧客価値創造を通じたESG課題の解決と収益向上の好循環）」の実現を目指し、成長戦略3本柱として①イノベーションによる価値創造、②事業改革による成長戦略、③成長のための構造改革を掲げ、重点項目を設定。また、未来の現場へのロードマップとして、モノ（建設機械の自動化・高度化）とコト（施工オペレーションの最適化）で施工のデジタルトランスフォーメーションを実現し、安全で生産性の高いスマートでクリーンな未来の現場の実現を目指す。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画策定内容については、取締役会での審議・決議を経ている。また統合報告書については取締役会にて発行報告をしている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・中期経営計画（2019年度～2021年度）
・コマツレポート（統合報告書）

	公表日
	　　　　年　　月　　日
・中期経営計画：2019年4月26日
・コマツレポート2020（統合報告書）：2020年8月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・中期経営計画：ウェブサイト掲載P5～9
https://home.komatsu/jp/company/pdf/2019_midmgtplan.pdf
・コマツレポート2020（統合報告書）：ウェブサイト掲載P12～27
https://home.komatsu/jp/ir/library/annual/pdf/KMT_KR20J_Print.pdf

	記載内容抜粋
	戦略の方向性として、安全で生産性の高いスマートでクリーンな未来の現場の実現のため、モノ（機械の自動化・自律化）とコト（施工オペレーションの最適化）により、施工のデジタルトランスフォーメーションを加速させる。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画策定内容については、取締役会での審議・決議を経ている。また統合報告書については取締役会にて発行報告をしている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・中期経営計画：ウェブサイト掲載P8
https://home.komatsu/jp/company/pdf/2019_midmgtplan.pdf
・コマツレポート2020（統合報告書）：ウェブサイト掲載P12～13、22
https://home.komatsu/jp/ir/library/annual/pdf/KMT_KR20J_Print.pdf

	記載内容抜粋
	DXの１つの事業としてスマートコンストラクション推進本部を設置し、推進部門を明確にするほか、システムの開発に当たっては、開発ベンダーを組織化して実行している。2019年4月よりオープンイノベ－ションによるグロ－バルR&Dプロジェクトとして、スタ－トアップ企業を中心とした国内外の開発パートナー20社以上および北米、欧州、日本のお客さまで構成されたPoCパートナーと共にアジャイル手法による開発を進めてきた。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・コマツレポート2020（統合報告書）：ウェブサイト掲載P12～13、22
https://home.komatsu/jp/ir/library/annual/pdf/KMT_KR20J_Print.pdf
・コマツレポート2019（統合報告書）：ウェブサイト掲載P20
https://home.komatsu/jp/ir/library/annual/pdf/KMT_AR19J_Print.pdf

	記載内容抜粋
	・DXスマートコンストラクション：2019年4月よりオープンイノベ－ションによるグロ－バルR&Dプロジェクトとして、スタ－トアップ企業を中心とした国内外の開発パートナー20社以上および北米、欧州、日本のお客さまで構成されたPoCパートナーと共にアジャイル手法による開発を進めてきた。バリューチェーン横断型人材の育成として、スマートコンストラクションコンサルタント育成を進め、2019年度実績として396名を育成、2021年度KPIである430名を目指す。
・鉱山現場向けでは、新しく最適化プラットフォームを構築するとともに、2019年4月にマイニングソリューションを統括する組織として「AHS Center of Excellence」を新設。2019年度KPI実績としてAHS配車台数221台を導入しており、鉱山プラットフォームビジネスの促進を進めている。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	コマツレポート2020（統合報告書）


	公表日
	2020年8月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ウェブサイト掲載P33
https://home.komatsu/jp/ir/library/annual/pdf/KMT_KR20J_Print.pdf

	記載内容抜粋
	コマツは、2019年度に公表した中期経営計画において成長戦略3本柱を通じたESG課題の解決を目指している。気候変動に対応した環境負荷低減の取り組みや、安全に配慮した高品質・高能率な商品・サービス・ソリューション提供などの本業を通じて、ESG課題の解決を実現し、当社の目指すべき姿である「ESG課題の解決と収益向上の好循環による持続的成長」を図り、中期経営計画を着実に遂行していくために、成長戦略3本柱との関連性を分析し、KPIを設定している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年8月31日

	発信方法
	コマツレポート2020（統合報告書）

	発信内容
	全てのステークホルダーの皆さまに向けて、中期経営計画をより深く理解頂くための情報開示の一つと位置付けている統合報告書において、価値創造ストーリーとして、「デジタルトランスフォーメーション・スマートコンストラクション」及び「林業機械事業」について、戦略の方向性、収益性・成長性記載などを記載。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃
年に数回、定期的かつ継続的に実施

	実施内容
	デジタル技術の係る動向及びITシステムの課題について、経営トップは担当役員から、取締役会等の公式的な会議体のほか、非公式にも適宜報告を受けて把握しており、事業計画策定の際にそれらを反映させている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃
年に数回、定期的かつ継続的に実施

	実施内容
	リスク管理委員会（責任者：法務,総務情報セキュリティ・コンプライアンス管掌役員）にて、サイバーセキュリティリスクを把握。また、情報セキュリティ・サイバーセキュリティに関する各種規程や規則を策定している。リスクマネジメントに関して、コマツレポート（統合報告書）へ記載。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

